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金融機関の取組状況

9割以上の金融機関がSDGs宣言等を実施しているが、投融資目標を
設定している金融機関は3割以下に留まる。
取組みに向けた意識は高まるものの、具体的な目標の設定にまでは至って
いない。

■脱炭素に関する金融機関の取組態勢の現状

【金融機関の声】
主担部署を定め、SDGs宣言は既に行い、経営計画にも記載があるが、
具体的取組みや融資目標の設定は行っていないため、取組みは不十分。
SDGs宣言を実施したが、組織内の定着が不足しているため、経営理
念・経営計画における位置付けについて職員に説明。今後、業務レベル
での関連付けについて検討が必要。
SDGs宣言及びマッピングを公表し、内部で意識醸成を図っている段階
で、具体的な取組みは今後の検討課題。

7割以上の金融機関でSDGs ・ESG関連融資商品を提供しているが、
CO2排出量算定支援まで取組みを進めている金融機関は3割に留まる。
商品の取扱いはあるものの、取引先の具体的な脱炭素化支援にまでは
至っていない。

■脱炭素に関して提供している商品・サービス等
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【金融機関の声】
信用保証協会のSDGs推進保証を利用した事業性ローン、地域脱炭
素融資促進利子補給事業（環境省）、省エネルギー設備投資に係る
利子補給金（一般社団法人環境共創イニシアチブ）を活用した資金
支援を実施。
CO2排出量算定サービスやESG要素を考慮した事業性評価手法につ
いて、検討を進めているところ。



金融機関の課題と近畿財務局への要望

7割以上の金融機関が、「各種規制等や関連する補助金の情報を紹介
できない」、6割以上の金融機関が「中小企業の具体的な取組事例を紹
介できない」を課題としている。
脱炭素に取り組むにも、関連情報が多岐にわたり、情報収集が難しいこと
が窺える。

■金融機関が脱炭素支援に取り組む際の課題

【金融機関の声】
規制・補助金など自治体からの情報を把握し切れていない。

脱炭素に係る情報は広範で変化が速く、情報の捕捉が困難。

中小企業では、脱炭素の具体的なアクションに移ろうという動機が不足。

他社事例で経済的メリットの説明ができたら、取り組む企業が増える。

CO2排出量算定支援は金庫独自ではできないが、外部機関を利用し

た取組みまではしていない。

補助金の情報提供の要望が高い傾向。

次いで、「自治体の施策紹介」、「先進的に取り組んでいる金融機関の
事例紹介」を要望。

■金融機関の近畿財務局への要望

【金融機関の声】
脱炭素補助金は、複数の省庁から提供されているため、最新の情報を
入手したい。
中小企業や小規模事業者が業種に応じた脱炭素化への取組促進を
図るメリットや手法等について、顧客へ紹介できる有効な事例や、補助
金等の情報を継続的に提供いただきたい。
自治体のどのような施策に連携できるのかを知りたい。
先進的な地域の脱炭素化に取り組んでいる自治体や、金融機関との
連携の情報を入手したい。
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調査結果を踏まえた近畿財務局の取組み

各種規制等や関連する補助金の情報を紹介
できない

金融機関において、脱炭素に係る各種情報の取得が難しい。
補助金については、取引先の関心が高いが、多岐にわたって
おり、金融機関独自での情報収集が難しい。

金融機関が抱える課題

中小企業の具体的な取組事例を紹介できない。
中小企業はリソースに限界があり取組みの着手が難しい。
同規模事業者の具体的な取組事例の紹介が有効であると考
える金融機関が多い。

CO2排出量の算定手法が提案できない。
排出量算定支援等の外部機関との連携まで対応が至っていない。
先行して活用している金融機関から、外部機関やツール等の
メリット・デメリットの情報があれば、活用が進む。

近畿財務局が、環境事務所、経済産業局、自治
体と連携し、金融機関に有用な最新の施策、補助
金情報を周知するセミナーを定期的に開催

定期的な開催により、常に最新情報の提供が可能となり、金融
機関の意識醸成にも寄与。

セミナーにおいて、先進的に取り組んでいる金融機
関における中小企業の具体的な取組事例を紹介

取引先へのアプローチ手法や取引先の取組内容と効果の紹介に
より、好事例の共有を図る。

CO2排出量算定支援ツール等、脱炭素化支援で
活用されているツールを、セミナーの機会等で当局
から紹介

金融機関業界での外部機関の利用状況の情報を提供し、専門
支援機関との連携を促進

近畿財務局が金融機関と府県窓口を繋ぐ
近畿財務局が府県の脱炭素の取組みについてヒアリングを実施
したところ、府県からも金融機関との連携を望む声が聞かれてお
り、近畿財務局が金融機関と府県の自治体の繋ぎ役となり、地
域全体で脱炭素化の取組みを推進。

近畿財務局の取組み

3


